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別紙２ 
 

実証機関選定の考え方について 
 

「環境技術実証モデル事業」実施要領に従い、地方公共団体（都道府県及び政令指定都市）並びに民

法第３４条の規定に基づき設立された法人及び特定非営利活動法人（以下、「公益法人等」という。）

を対象に実証機関を募集することとする。 

平成１７年度環境技術実証モデル事業のうち化学物質に関する簡易モニタリング技術分野における

実証機関の選定に当たっては、以下の各観点に基づいて検討を行うことが必要であると考えられる。 

 

１．経理的基礎について 

① 実証機関としての役割を果たす十分な経理的基礎及び財務上の独立性があること。 

② 定期的に会計監査を実施すること。 

【申請書類】 

・公益法人等については、実証機関としての役割を果たす十分な経理的基

礎及び財務上の独立性があることを示す書類（収支計算書、正味財産増

減計算書、貸借対照表等） 

 

２．組織・体制について 

① 本モデル事業における実証機関として、必要な体制が構築できること。 

② 本モデル事業に関連する各機関・組織において、組織間の具体的な役割分担、責任が明確であ
ること。 

③ 本モデル事業に関連する各機関・組織において、役割を遂行するのに十分な人員等が確保され

ていること。 

④ 実証の対象とする技術を公募する際、自管区外からの申請についても受付可能なこと。 

 

【申請書類】 

・実証機関としての実施体制 

（別紙１：別添２、別添２－１～２－５） 

 

３．技術的能力について 

① 実証試験要領に定めた実証試験の実施等が可能なこと。 

② 実証試験を実施するために十分な試験設備が利用可能なこと。 
③ 実証試験を行う人員は、十分な能力を有していること。 

 

【申請書類】 

・実証試験に利用する機器及びその保有状況について 

（別紙１：別添４） 

・実証試験の実施体制に関する補足説明資料 

（別紙１：別添２－１～２－５） 
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４．公平性の確保について 

① 実証試験の実施、実証試験結果報告書の作成及び実証試験全体の運営において、実証申請者等

による運用が差別的になるおそれがないように、実証試験の運用の公平性が保たれること。 

② 実証申請者の実証試験の申請に係る様式その他の実証試験の申請に必要な情報及びこれらを

実証申請者に提供するための手続きが実証申請者等によって異なるおそれがないこと。 

③ 職務上知り得た機密の保持手続きが実証申請者等によって異なるおそれがないこと。 

 

【申請書類】 

公益法人等にあっては下記の書類の提出を求める。 

・ 役員名簿、社員名簿、会員名簿（様式は問わない） 

・ 役員あるいは社員の経歴がわかる資料（様式は問わない） 

 

５．公正性の確保について 

① 申請実証機関が、実証対象製品の製造事業又は実証対象製品に関する実証申請者からの相談に

応じ、助言を行う事業その他業務を行うことにより実証試験の公正な実施に支障を及ぼすおそ

れがないこと。 

② 申請実証機関の責任者が、実証申請者の役員もしくは使用人である場合は、当該実証申請者が

製造した製品の実証試験を行わないこと。 

③ 実証試験に携わる職員が、実証申請者等の役員もしくは使用人である場合は、この職員は当該

実証申請者が製造した製品の実証試験を行わないこと。 

 

【申請書類】 

公益法人等にあっては下記の書類の提出を求める。 

・ 役員名簿、社員名簿、会員名簿（様式は問わない） 

 

６．実証試験の品質管理について 

① 実証試験要領に定める品質管理を適切に実施すること。 

 

【申請書類】 

・「実証試験要領 付録０：品質管理システム」の内容を満たすことが確

認できる品質マニュアル等の文書（いかなる名称、様式でもよい）。 

 

７．その他 

その他、実証試験が可能な技能・実績・設備等を有していること。 

 

  


